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１．はじめに

　本研究「青年海外協力隊に参加した現職

教員の意識変容に関する研究」は、教師自

身が異文化環境に身を置き、異文化環境を

体験することで、異文化や異文化出身の子

どもに対する見方がどのように変容するの

かを探ることを目的とする。

　本稿では、本研究の背景にある多文化・

異文化に対応できる教員の必要性について

述べ、分析の枠組みとする意識変容に関す

る先行研究及び参加教員の意識変容に関す

る先行研究について検討する。また、第一

回調査で得られたデータをもとに調査対象

者のプロフィールの一部を紹介する。

２．文化・異文化に対応できる教員の

必要性

　

　出入国管理及び難民認定法の改正以後、

我が国に長期滞在もしくは定住する外国人

数は大幅に増加した。2010 年末現在、外国

人登録者数は 2,134,151 人にのぼり、1975

年の 751,842 人に比べると約 3 倍に増加し

ている（法務省、2010）。また、外国人児童

生徒数の増加も著しく、文部科学省の調査

では、2010 年 9 月現在、我が国の公立小・

中・高等学校に在籍する外国人児童生徒数

は 74,219 人を数える（文部科学省、2010）。

そのうち日本語指導が必要な児童生徒は

28,511 人と報告されている（文部科学省、

2011）。この統計資料は、日本において確実

に多言語・多文化が進展していることを示

すものである。少子高齢化に伴う生産人口

の減少や、社会・経済のグローバル化を考

えると、外国人との共生はますます重要な

課題となる（全国都道府県教育長協議会、

2009）。

　ところが、平成 17 年から平成 18 年度に

かけて文部科学省が「ニューカマー」と呼

ばれる南米日系人集住地区で行った外国人

児童生徒の不就学の調査（回答数 135）では、

不就学の理由として「日本語がわからない」

（12.6％）、「母国の学校と生活や習慣が違う

から」（8.9％）、「勉強が分からないから」

（8.1％）、「学校へ行くといじめられる等す

るから」（7.4％）などが挙げられている（文

部科学省 HP）。他方、外国人児童生徒を担

当したことのある教師へのアンケートでは、

たとえば、教室での言動を含めて学校生活

において日本人児童生徒・保護者に対して

抱くのと同じ期待を外国人児童生徒とその

家族に対して持っていること、その期待が

満たされていないことへの不満が窺われた

（新倉、2002）。こうした教師の不満は、同

質性を前提とする「一斉共同体主義」（恒吉、
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表１　Mezirow による変容的学習の 10 の局面

1. 混乱を引き起こすようなジレンマ

2. 罪悪感，羞恥心の感情を伴った自己分析

3. 前提の批判的な評価　

4. 不満，変容のプロセスが他者と共有されていることの認識

5. 新しい役割，関係性，行動のための異なった選択肢の探求

6. 行動計画の作成

7. 新しい計画を実行するための知識や技能の獲得

8. 新しい役割の暫定的試行

9. 新しい役割や関係性における能力と自信の構築

10. 新しいパースペクティブを自らの生活に再統合
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2008）になじまない子どもや家族への違和

感の表明である。同化しない異質なメンバー

は、子どもであれ、家族であれ、排除され

る危険性を持つ。しかし、同質性になじま

ない、一斉共同体主義になじまないのは外

国人児童生徒に限ったことではなく、日本

人の児童生徒、保護者、地域住民のすべてが、

多かれ少なかれ、一斉共同体としての同質

性を失いつつある。これからの教員は、異

質性を前提とし、多様性の尊重、社会的公

正を軸にした実践を模索することが何より

も求められている（恒吉、2008; 小野・渡邊、

2009）。

３．意識変容に関する先行研究

　異質性の容認、多様性の尊重といった新

しい課題に効果的に対処するためには、教

員は新たな知識、技能、力量の獲得に努

める必要がある。しかし、成人としての教

員は、すでに一定のものの見方、価値観を

獲得していると同時に、そうしたものの

見方、価値観を反映した強固な教師観や

授業観を形成している。しかも、教師観

や授業観は容易に変化しないことを示唆

する研究も多く（Cuban, 1984; Fullan, 

1992;Sarason,1996; Stigler & Hiebert, 

1999）、年齢が高くなればなるほど困難であ

ると推測される。また、そうした価値観、

ものの見方は普段はほとんど意識されるこ

とはない。

　成人がもつものの見方、考え方の変容の

プロセスを理論化したものにMezirowの変

容的学習理論（または意識変容的学習論：

transformative learning theory）があ

る。Mezirowは、学習を「経験や状況を解

釈する活動」と定義し、経験や状況を解釈

する前提を省察の対象とする時に、成人が

すでにもっている意味スキーム（meaning 

scheme）や意味パースペクティブ（meaning 

perspective）を変容させたり、新しい意

味スキームや意味パースペクティブを獲得

するとした。Mezirowによれば、意味パー

スペクティブが「経験を解釈する枠組みあ

るいはレンズ」としてのものの見方を意味

するのに対し、意味スキームは特定の知や

信念、価値、判断や解釈にかかわるものと

して定義される。Mezirowは成人期の最も

本質的な学習はこの意味パースペクティブ

の変容（perspective transformation）に

あると主張したが、意味スキームの変容も

変容的学習であると述べている（Mezirow, 

1991）。

　意味スキームや意味パースペクティブは

個人の社会化の過程で獲得され、普段はあ

まり意識されることはない。すでに獲得し

ている意味スキームや意味パースペクティ

ブでは理解できない、機能しないという「混



乱を引き起こすようなジレンマ」が変容の

きっかけになる。長期・短期の海外研修や

留学による異文化接触を通して経験するカ

ルチャーショックも混乱を引き起こすジレ

ンマとなる可能性があると考えられている

(Taylor, 1994)。そうしたジレンマの体験

は、いくつかの局面を経て新しいパースペ

クティブの獲得と生活への統合に至る（表

１参照）。しかし、混乱を引き起こすような

ジレンマの体験が自動的に意味パースペク

ティブの変容、修正につながるわけではな

い。変容的学習のためには、自己の前提に

ついての批判的な省察（クリティカル・リ

フレクション）と、そこで得られた洞察の

正しさ、妥当性を確認するためのディスコー

スが決定的に重要だとした。

　本研究では、Mezirow の変容的学習理論

を枠組みとして分析を試みる。変容的学習

理論はもともと成人の学習理論として提唱

されたことから、主として生涯学習や成人

教育の分野でとり上げられてきた（例えば：

小池・志々田、2004；常葉－布施、2004；

安川、2009）。公立学校教師の意識変容を扱っ

た研究としては田中（2011）がある。それ

は小中連携・一貫教育に携わる教師の意識

変容に関するものであり、異文化や多様性

の尊重を扱ったものではない。この点から

も、本研究は変容的学習理論の有用性を検

討する試みともなる。

４．参加教員の意識変容に関する先行

研究

　青年海外協力隊「現職教員特別参加制度」

は、公立学校現職教員のボランティア活動

の促進を目的として 2000 年に設置された

（詳しい経緯については ( 斉藤、2007) 参

照）。2012 年度までに 741 名の教員がこの

制度により派遣されている（JICA HP）。現

職教員特別参加制度の参加教員に関する主

な調査研究には、「現職教員特別参加制度・

評価報告書」( 国際協力機構青年海外協力

隊事務局、2007)（本稿では調査Ⅰという）

と、「青年海外協力隊『現職教員特別参加制

度』による派遣教員の社会貢献と組織的支

援・活用の可能性」( 佐藤、2010)（本稿で

は調査Ⅱという）がある。調査Ⅰは青年海

外協力隊事業に参加した教員がその経験を

日本の教育現場へどのように還元している

のかを中心に調査したもので、調査対象者

は平成 14 年度一次隊以降に特別参加制度に

よって派遣され、2007 年 2 月までにすでに

帰国済みの協力隊経験者 187 名である。そ

のうちアンケートの回答者は 107 名（回収

率 57.2％）である。調査Ⅱは、参加教員の

社会への還元・貢献活動の現状に加えて、

その組織的支援・活用事例を分析したもの

である。同じく帰国教員を調査対象者とし

ており、2009 年 10 月の調査実施時期まで

に該当者は 572 名、うちアンケートの回答

者は 124 名（回収率 21.6％）である。これ

らの調査は調査対象者や調査項目が重複し

ているが、本稿では最新の調査Ⅱの結果を

中心に、本研究と関連する教員の意識変容

に関して考察したい。

4.1　意識変容への期待：

　教員の意識変容とそれによる日本の教育

現場への影響に対する期待は、文科省の現

職教員特別参加制度の導入の背景のひとつ

である。教員自身の異文化理解が進むこと

で、『内なる国際化』の実現に向けた取り組

みが促進されることが想定されている。

　一方、教員個々人の参加目的・動機は、

必ずしも国際協力活動に対する意義や日本

への還元が意識されているわけではない。

調査Ⅱ (p.104) の複数選択式設問によると、

124 名の回答者のうち、74％が「物の見方

を変え、視野を広めるため」を参加動機の

一つに挙げている。これに続いて、「国際協

力への参加」（62％）、「国際理解を深めるた

め」（56％）、「教員として総合能力を向上さ
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せるため（指導力、コミュニケーション能

力など）」（49％）、「人生観、価値観、世界

観を変えるため」「広い目で学校教育を考え

られるようになるため」「日本の学校の長所

や短所を外から見て、それらが客観的に認

識できるようになるため」（各およそ 40％）

などが主な参加動機である。この結果は、

調査Ⅰの結果ともほぼ一致し、参加の動機

は、社会に対する影響と並んで個人の内面

の変化に関心が寄せられていることがわか

る。

　ただ、こうした参加動機は派遣される環

境が整って湧き上がってきたもののようで

ある。調査Ⅰによると、現職教員特別参加

制度がなかった場合に、参加をあきらめた

と回答している教員が 66％にも上り、退

職して参加した教員はわずか 8％である

(p.33)。教員の内面の変化を促す機会を提

供するという観点においても、制度の果た

す役割は非常に大きいと言えよう。

4.2　意識変容の自己認識

　帰国した教員の大多数が、派遣前後の個

人の内面の変化を認識している。調査Ⅱに

よると、124 名の回答者のうち、89％が「参

加して大変よかった」と評価しており、自

身の変化として良かった点として「物の見

方の変化・視野拡大」を回答選択肢から

選んだ回答者は 87％にも上っている (p. 

107)。また、98％が参加経験により自身の

異文化理解が進み、81％が児童・生徒や同

僚などに対する異文化理解につながる取組

みをしていると答えている (p.120)。結果

的に、教員の協力隊事業への参加は、文科

省と個人の双方の期待に応えている。

 帰国後だけでなく、派遣中に意識変容が

あったことも認識している。磯田正美ら

(2004、p.15) の調査によると、任地と日本

の教育方法や業務習慣などの相違から障害

が生じた場合、11％の回答者が「異文化受

容」、23％が「自らの考えや態度を改める」

という対応をとっている (1)。

4.3　具体的な意識変容

　具体的にどのように意識変容するのか、

何に関してどのように考え方や見方が変わ

るのかということについては、帰国隊員本

人によって活動報告書や著書などを通して

数多く報告されているが、こうした報告は

いずれも断片的・抽象的な記述にとどまり

がちである。

　一方、調査Ⅱ (p.145) では、より具体的

な意識の変容に着目し「国際教育協力のイ

メージ」が派遣前後でどう変化するか調査

している。派遣前は、国際教育協力が一方

向で行われるものと認識されていたのに対

し、派遣後は相互関係が認識され、援助と

いう概念より教育という概念が重要視され

ていることなどが報告されている。ただ、

この調査は認識変化を予測する目的で行わ

れたもので、派遣前後で比較対象とする母

集団（派遣前教員 76 名 (2)、派遣後教員 124

名）が異なっており、特定の派遣隊次の教

員グループを比較したものではない。

５．本研究の調査対象者のプロフィー

ル

　

　本研究では、平成 23 年度一次隊派遣予定

の訓練中の現職教員に対し、第一回のアン

ケート調査を行った。アンケートの回答者

は 18 名（男性　9 名、女性　9 名：サブサ

ハラアフリカ 9 名、北アフリカ 2 名、アジ

ア 6名、中東 1名）。ここでは、このアンケー

ト調査を元に、本研究の調査対象者のプロ

フィールの一部を紹介する。

5.1　異文化体験

　多くの回答者が異文化の環境に長期的に

身を置いたことがない。「これまで海外に 3

カ月以上滞在した経験はありますか？」と

いう設問に対し、18 名のうち 3名が「あり」



表 2　参加動機　（N=18）

多様な社会経験をしたい・視野を広げたい 7

長年の夢 6

途上国への貢献 6

日本の教育現場への貢献 5

タイミングが良かった 3

自らの技術力の向上 3

自分の経験をいかしたい 3

自分の力を試したい 2

表３　帰国後の期待　（N=18）

国際理解教育などの教育活動 16

視野が拡大 10

教材作成・指導法の変化 6

校内でのリーダーシップ 1

地域の外国籍の方や保護者への支援 1
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と答えている。彼らは滞在地も記述してい

るがいずれも開発途上国ではない。また、「在

職中に、外国人児童・生徒を教えたことが

ありますか？その際、何か困ったことはあ

りましたか？」という設問に対し、18 名中

7 名が経験しており、言葉が通じないこと、

保護者への対応、校則の指導の難しさなど

の問題に直面したことが記されていた。

5.2　参加動機と帰国後の期待

　参加動機を自由記述で問い、カテゴリー

に分けたところ、「多様な社会経験をしたい・

視野を広げる」に関する記述が最も多く 7

名であった（表２）。回答例としては、「海

外で教えてみたい」「学校現場は視野が狭く

なりがちだから」などがある。以下、「途上

国への貢献」（6 名）、「日本の教育現場への

貢献」（6 名）に関する記述が多い。そして、

「任期終了後、日本で青年海外協力隊員の経

験がどのように生かされると思いますか？」

という設問に対する自由記述の回答をカテ

ゴリーに分けると、「国際理解教育などの教

育活動」が 16 名で、「視野の拡大」（回答例：

「いろいろな考え方を受け入れることができ

る」「いろいろな視点から、学校、生徒、教

育について分析できるようになる」）が 10

名であった（表 3）。調査Ⅰ・Ⅱの結果と同

様に、本研究の調査対象者たちの自己の内

面の変化への期待は高い。また、現職教員

特別参加制度がなかった場合、参加したと

いう回答者が 7 名、参加しなかったという

回答者が 7 名であった。これについても調

査Ⅰ・Ⅱの結果と同様で、制度が、教員の

動機を喚起したといえよう。

5.3　開発途上国のイメージ　

　具体的なモノの考え方・見方を知るため

に、「開発途上国のイメージ」を尋ねた。表

4 のように、自由記述の回答をカテゴリー

分けしたところ、回答者の大多数である 16

名が未発達・未熟というイメージを持って

いた。回答例としては、「技術面での遅れ」「シ

ステム面で未発達」「教育の質が未熟」など

がある。それに引き続き、貧困、好ましい

生活観（例：「幸せ」）、好ましい性格（例：「明

るい」「情熱的」）、ポジティブな未来（例：



表４　開発途上国のイメージ　（N=18）

未発達・未熟 16

貧困 8

好ましい生活観 7

好ましい性格 7

ポジティブな未来 5

好ましくない気質 4

強い人と人とのつながり 4

自然 3

先進国の被害者 2

先進国のお手本 2

身体能力が高い 2

弱者 2

治安の悪さ 2

飢餓 2

アフリカ 1
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「可能性」「これから伸びたいという意欲が

ある」）、好ましくない気質（例：「時間に

ルーズ」）、「強い人と人とのつながり」とい

うイメージが挙げられている。こうした開

発途上国のイメージは、従来の日本人がも

つ旧態依然とした開発途上国やアフリカの

イメージと同様である（Maeda, 2000; 白石・

山岸、2004）。近年急速に注目を集めつつあ

る、貿易や投資先としてのイメージは皆無

であった。

６．まとめ

　以上、本研究のねらい、先行研究、調査

対象者のプロフィールについて述べてきた。

これらを踏まえて、今後の調査・研究の要

点を整理しておきたい。

6.1　発展途上国における異文化体験の意義

　青年海外協力隊に参加する現職教員の「異

文化体験」への意識と期待はアンケートに

見られるように高い。「異文化体験」といっ

ても青年海外協力隊のフィールドは欧米で

はない。アフリカやアジアの発展途上国の

それである。日本の教育現場で教師が出会

う外国人児童・生徒もまた発展途上国の出

身者の可能性が高い。途上国での異文化体

験は、途上国へのまなざしをどのように豊

かなものとするのか。先行研究では国際教

育協力について「派遣前は一方向性の認識

であったものが、派遣後は相互関係性が認

識されるとともに、援助概念より教育とい

う概念が重視される」ということが指摘さ

れている。我々の今回の調査でも開発途上

国のイメージは「未発達・未熟」「貧困」と

「好ましい生活観」「好ましい性格」「ポジティ

ブな未来」という対極において捉えられて

いる。青年海外協力隊の活動を通して「異

文化」「開発」「自文化」のそれぞれとその

関係性についての思考・認識の深まりが期

待される。

6.2　活動プログラムの評価

　青年海外協力隊への参加は「変容的学習」

(Mezirow) を期待するものでもある。「異文

化体験」は当然「混乱を引き起こすような
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ジレンマ」体験も生み出す。しかし指摘さ

れているように、そうした体験が「意味ス

キーム」や「意味パースペクティブ」の変

容を自動的にもたらすわけではない。そこ

には体験の批判的な省察、洞察についての

ディスコース、新たな行動計画の策定・遂

行といったサイクルが必要とされる。

　青年海外協力隊の活動プログラムは参加

者の意識変容を促すためにどのように機能

したのか。「事前学習」のプログラム、活動

の計画・実施とその省察、新たなる活動計

画・遂行がどのように計画されどのように

それは効果的であったのか、アンケートや

聞き取りを通して明らかにする必要がある。

また、意識変容はそれまでの異文化体験の

有無、問題意識のもちかた、参加者のジェ

ンダー差あるいは派遣地域（アジアとアフ

リカ）の違いといったことも影響するのか、

こうしたことも関心事となる。

注

(1) しかし、こうした異文化受容は難しいこととは

捉えられておらず、派遣前訓練として異文化受

容に関する経験が必要な研修内容であると答

えた回答者はわずか５％である。

(2) 派遣前イメージ調査に関しては、平成 22 年 1

月に筑波大学で行われた「青年海外協力隊等派

遣現職教員特別研修」の参加者 76 名である。
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